
為替週間展望＝ドル円は堅調な地合いが継続か

　　　　　　　　　　［６月２２日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    6 月 15 日～ 6 月 19 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  160.26   161.81(18)    159.74(15)    161.28   +1.04

ユーロ・ドル  1.1572   1.1622(15)    1.1418(19)    1.1445   -0.0123

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    71,250.06    +5230.02     日本10年債利回り   2.653   +0.027

ダウ平均株価    51,564.70     +362.44     米10年債利回り     4.453   -0.026

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２２日　カナダ５月消費者物価指数

２３日　独５月小売売上高

　　　　独６月製造業ＰＭＩ速報値、独６月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏６月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏６月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　英６月製造業ＰＭＩ速報値、英６月サービス業ＰＭＩ速報値

　　　　米６月製造業ＰＭＩ速報値、米６月サービス業ＰＭＩ速報値

２４日　日銀金融政策決定会合における主な意見（６月１５・１６日分）

　　　　豪５月消費者物価指数

　　　　独６月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米第１四半期経常収支

　　　　米５月新築住宅販売件数

２５日　豪５月雇用統計

　　　　日本４月景気動向指数改定値

　　　　米５月個人所得・個人支出、米５月耐久財受注速報値

　　　　米第１四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険申請件数

　　　　米個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数

２６日　米６月ミシガン大学消費者信頼感指数確報値

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】原油価格の高止まりの影響で、米国ではインフレ警戒感も根強く、

ドル買いにつながりやすい。一方で、国内では政府・日銀によるドル売り円買い介入へ

の警戒感が上値を抑えそうだ。米国とイランの戦闘終結へ向けた報道はこれまでのよう

に二転三転して、マーケットの波乱要因になるとみられる。こうした中、ドル円は高値

圏でのもみ合いとなりつつも、堅調な推移が続くとした。

　　　　

【日銀は市場予想通りに利上げを実施】

　日銀は１５～１６日の金融政策決定会合で、政策金利を０．７５％から１．００％に

引き上げた。国債の買い入れに関しては、２０２７年１～３月期までは四半期ごとに２

０００億円の減額を継続して、２０２７年４月以降は減額を停止することを決めた。日

銀は過去に異次元緩和策で国債買い入れを進めてきており、２０２４年８月以降は国債

買い入れを減らしてきた。

　　

　この国債買い入れの減額を停止（終了）することで、日本国債の需給懸念が緩和し

て、金利市場の安定につながるとみられる。なお、利上げも国債買い入れの減額停止も

すでに織り込まれており、市場への影響は限定的となった。

　　

　米国とイランは戦闘終結へ向けて合意に向かうとの期待感、そしてその後の覚書で合

意したとの報道などから、６月１１日以降、１７日にかけては原油価格が急落した。原
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油安を背景にインフレ警戒感が後退しており、１７日には米１０年債利回りも４．４

４％前後まで低下を見せた。

　　

　ただ、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）がタカ派的であったことなどから、ドル買

いの動きが強まり、ドル円は１８日のＮＹ市場で１６１．８０円台まで上値を伸ばし

た。これは、２０２４年７月以来の高値水準となる。

　　

【ＦＲＢのタカ派的なスタンスがドルの下支え要因に】

　６月１６～１７日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、市場予想通りに政策金

利を３．５０～３．７５％に据え置くことを決定した。据え置きは４会合連続で、決定

は全会一致だった。なお、声明は簡素化されて、将来の金融政策の指針を示すフォワー

ドガイダンスは削除された。

　　

　政策金利自体は想定通りに据え置きだったものの、ＦＯＭＣ委員の金利見通し（ドッ

トチャート）によると、１８人中、半数の９人が年末までに１回の利上げを予想する結

果となった。また、経済見通しでもインフレ見通しを大幅に上方修正した。ＰＣＥ物価

指数は２０２６年末で３．６％（３月時点２．７％）、ＰＣＥコア物価指数は２０２６

年末時点で３．３％（３月時点２．７％）としている。

　　

　ウォーシュ新議長は記者会見で、「フォワードガイダンスは取り止めた」「インフレ

率が目標の２％を上回る状況が続いている」「物価の高止まりが国民の大きな負担であ

ることをＦＲＢは理解している」などと述べた。

　　

　米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）がタカ派的なスタンスに転換したとの見方が強ま

り、足元ではドル高で推移している。また、２０２６年末時点のＰＣＥ物価指数やＰＣ

Ｅコア物価指数が前回３月時点から大幅に上方修正されており、ドルを下支えする要因

となりそうだ。

　　

　なお、原油価格が大きく下落してきており、原油高によるインフレ圧力が後退してく

るようなら、ＦＲＢのスタンスにも変化が生じるとみられる。ただ、それにはホルムズ

海峡が解放されて、原油流通の正常化が確認され、さらに値段の下がった原油が消費地

に届いてからのことになるため、何か月も時間がかかるとみられる。

　　

　２２日の週では、２５日の個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数が注目される。事前予想

は、総合が前月比＋０．５％（前回＋０．４％）、前年比は４．１％（前回＋３．

８％）、コアは前月比＋０．３％（前回＋０．２％）、前年比＋３．４％（前回＋３．

３％）となっている。仮に市場予想を上回る伸びとなるようであれば、一段とドル買い

に傾くことになりそうだ。

　　

　ＦＯＭＣのタカ派的な姿勢を受けてドルの堅調な地合いが続くなか、ドル円は緩やか

に上値を試す展開が見込まれる。介入警戒感が上昇ペースを鈍化させる可能性はあるも

のの、ドル買いを背景にドル円が上昇している状況下では介入の効果が限定的となり、

十分な成果を上げにくいとみられる。そのため、ドル円はその後も堅調な地合いを維持

する見通し。目先の予想レンジは１５８．００～１６３．００円。

　　

　６月２２日の週に予定される日米の経済指標やイベントには、２３日の米６月製造業

ＰＭＩ速報値、および米６月サービス業ＰＭＩ速報値、２４日の米第１四半期経常収

支、米５月新築住宅販売件数、２５日の日本４月景気動向指数改定値、米５月個人所

得・個人支出、米５月耐久財受注速報値、米第１四半期ＧＤＰ確報値、米新規失業保険

申請件数、米個人消費支出（ＰＣＥ）価格指数、２６日の米６月ミシガン大学消費者信

頼感指数確報値などがある。

　　

【英中銀は政策金利を据え置き】

　ＦＯＭＣのタカ派的なスタンスを背景にドル高が進行し、ユーロドルはこれまで支持

線として機能していた１．１５ドルを割り込んで１．１４ドル台へ下落した。ユーロド

ルは６月８日以降に１．１５ドル近辺から戻り歩調で推移してきたものの、足元でその

流れが一変している。１７日には２１日移動平均線だけでなく、５日移動平均線も一気

に下抜けており、一段と下値を探る展開が見込まれる。目先の予想レンジは１．１３０

０～１．１６５０ドル。



　　

　１７日発表の英５月消費者物価指数は、前月比＋０．２％（事前予想＋０．４％）、

前年比＋２．８％（事前予想＋３．０％）、コア前年比＋２．６％（事前予想＋２．

７％）といずれも事前予想を下回り、市場ではインフレ警戒感が和らいでいる。

　　

　１８日の英金融政策委員会（ＭＰＣ）では、市場予想通り政策金利の据え置きが決定

された。票割れは７対２で、ピル氏とグリーン氏の２名が０．２５％の利上げを主張し

たのに対し、残る７名が据え置きを支持。この７対２という結果も事前の予想通りとな

った。

　　

　多数派の見解は「直近のデータは、中東紛争前に基調的なディスインフレ（インフレ

鈍化）が軌道に乗っていたことを示すさらなる証拠」「エネルギー価格の上振れリスク

は残っているものの、後退している」「家計や企業が直面している高金利は、時間の経

過とともにインフレを抑制するようにすでに作用しており、したがって今回の会合で政

策金利を据え置くことが適切である」などとしている。

　　

　この結果を受けて、ポンドドルは上値の重い動きを見せている。１．３２００ドルを

割り込み、１．３１ドル台まで下落している。これまでにサポートとなっていた１．３

３００ドル近辺を下抜けたことで、軟調な流れが継続するとみられる。目先の予想レン

ジは１．３０００～１．３４００ドル。

　　

　今後の日米以外の経済指標やイベントとしては、２２日のカナダ５月消費者物価指数

をはじめ、２３日の独５月小売売上高や独・ユーロ圏・英の６月製造業・サービス業Ｐ

ＭＩ速報値、２４日の豪５月消費者物価指数および独６月ＩＦＯ景況感指数、そして２

５日の豪５月雇用統計などが予定されている。
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